
 

 
 
 

 
 

「第84回九都県市首脳会議」及び 

「令和５年九都県市のきらりと光る産業技術表彰式」 

の開催について 
 

標記の件について、次のとおり開催しますので、お知らせいたします。 

 

１ 第84回九都県市首脳会議 

（１）日 時  令和５年10月31日（火） 13時30分から 

 

（２）会 場  横浜ベイホテル東急 

Ｂ２階「クイーンズグランドボールルームＡ・Ｂ」 

           （神奈川県横浜市西区みなとみらい２－３－７） 

 

（３）主 な 議 題  ○各首脳からの提案等に係る意見交換 

                   ○地方分権改革の推進に向けた取組について 

           〇福島県支援 

 

（４）開 催 方 式  首脳会議は報道関係者へ公開（フルオープン）します。 

取材は事前申込み制とします。 

また、当日の受付は、11時00分から、首脳会議場前で行います。 

なお、会議終了後、ぶら下がり取材を行います。 

 

（５）結果の公表  結果概要及び確定した要望文等については九都県市首脳会議の 

ホームページ（http://www.9tokenshi-syunoukaigi.jp/）へ掲載い

たします。（準備出来次第速やかに掲載予定） 

 

（６）出席予定者  埼玉県知事   大野 元裕 

千葉県知事   熊谷 俊人 

九都県市同時発表 
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、

川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市 

令和５年１０月２３日 

相模原市発表資料 

http://www.9tokenshi-syunoukaigi.jp/


 

 

東京都知事   小池 百合子 

横浜市長    山中 竹春 

川崎市長    福田 紀彦 

千葉市長    神谷 俊一 

さいたま市長  清水 勇人 

相模原市長   本村 賢太郎 

神奈川県知事  黒岩 祐治（九都県市首脳会議座長） 

 

２ 令和５年九都県市のきらりと光る産業技術表彰式 

  九都県市首脳会議では、首都圏の優れた企業・団体等及びその産業技術を「九都県市の

きらりと光る産業技術」の名称で、首都圏共通の財産として表彰し、紹介しています。 

  この度、令和５年の受賞企業を選定しましたので、表彰式を開催します。 

 

（１）日 時  令和５年10月31日（火） 12時40分から 

 

（２）会 場  横浜ベイホテル東急 

Ｂ２階「アンバサダーズボールルーム」 

           （神奈川県横浜市西区みなとみらい２－３－７） 

           表彰式終了後、各首脳によるパネル視察を行います。 

 

（３）開 催 方 式  表彰式及びパネル視察は報道関係者へ公開します。 

 

（４）表彰企業一覧  別添１「令和５年『九都県市のきらりと光る産業技術』表彰企業一

覧」のとおり。 

 

３ 取材等について 

  取材を希望される場合、10月26日17時までに問合せ先に記載の神奈川県政策局自治振興

部広域連携課までお問合せください。 

 

４ 事務局問合せ先 

  《「第84回九都県市首脳会議」について》 

神奈川県政策局自治振興部広域連携課 清木 

    電話 045-210-3152 



 

 

《「令和５年九都県市のきらりと光る産業技術表彰」について》 

神奈川県産業労働局産業部産業振興課 本田 

    電話 045-210-5646 

 

５ 参考資料 

  （参考資料）九都県市首脳会議のあらまし 

問い合わせ先 広域行政課 

電話：０４２－７６９－８２４８ 



 

 

 

 
令和５年10月23日現在 

 
 

令和５年「九都県市のきらりと光る産業技術」表彰企業一覧 

 
 

企業名 製品・技術の名称 推薦都県市 

株式会社ユニテックス USB LTO データ保存システム「LT80H USB LTO8」 神奈川県 

エコデザイン株式会社 
～環境に優しい半導体洗浄技術～ 

「半導体洗浄用オゾン水生成装置」 
埼玉県 

オーディオハート株式会社 14 スピーカー内蔵チェアスピーカー 千葉県 

株式会社ダイモン 月面探査車「YAOKI（ヤオキ）」 東京都 

Myway プラス株式会社 
モジュール型 大容量回生型直流電源装置 

pCUBE シリーズ x50 
横浜市 

旭光通信システム株式会社 双方向テレビインターホン「触れないインターホン」 川崎市 

株式会社アイ・メデックス ホルター心電計用電極（防水） 千葉市 

株式会社金子製作所 
医療機器産業・航空機産業の更なる発展に不可欠な 

「５軸加工の微細複雑形状部品加工」技術 
さいたま市 

城山工業株式会社 折紙工法ハニカム製造技術 相模原市 

 
※今後、変更等になる場合があります。 

別添１ 
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九 都 県 市 首 脳 会 議 の あ ら ま し 

１  構成員 
埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の知事並びに横浜市、川崎市、千葉市、 

さいたま市及び相模原市の市長 
 
２  設立年月日 

昭和 54 年７月 26 日（六都県市首脳会議として発足） 

平成４年に千葉市長が加入し、七都県市首脳会議となる。 

平成 15 年にさいたま市長が加入し、八都県市首脳会議となる。 

平成 22 年に相模原市長が加入し、九都県市首脳会議となる。 

 
３  会議の目的 

九都県市の知事及び市長が長期的展望のもとに、共有する膨大な地域活力を生かし

人間生活の総合的条件の向上を図るため、共同して広域的課題に積極的に取り組むこ

とを目的としています。 
 
４  組  織 

首脳会議の下に、担当部局長で構成する委員会等を設置するとともに、その下に担

当課長や実務担当者で構成する幹事会、部会等を設置し、首脳会議の運営や広域的課

題に関しての具体的な調査・検討・事業等を行っています。 
また、首脳会議において協議し、集中して検討を行うことを決定した項目について

は、首都圏連合協議会で検討を行っています。 
 
【九都県市首脳会議 組織図】 
首 脳 会 議 

 
企画担当部局長会議       企画担当課長会議 

首都機能部会 
地方分権担当者会議 
運営検討会議 

 
廃棄物問題検討委員会      幹 事 会 

減量化・再資源化部会 
適正処理部会 

 
環境問題対策委員会       幹 事 会 

地球温暖化対策特別部会 
大気保全専門部会 
水質改善専門部会 
緑化政策専門部会 

 
防災・危機管理対策委員会                    地震防災・危機管理対策部会 

合同防災訓練連絡部会 
新型インフルエンザ等感染症対策検討部会  

参考資料 
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５  広域的な取組の必要性 
首都圏は、全国人口の約３割を擁し、我が国の政治、経済、文化の中心をなすとと

もに、大都市圏として一つの地域社会を形成しています。しかし、この地域への人口

の集中や諸機能の集積による都市化の進展により、個々の都県市の範囲を超えた広域

的に対応すべき様々な課題が生じています。このため、広域化した諸課題の解決に向

けて、九都県市が協調した取組を進めることが必要となっています。 
 
６  期待される役割等 

地方分権の進展や広域的課題の複雑化・多様化とともに、自治体間の連携・協調し

た取組のシステムとして、また自治体間の調整のシステムとして、九都県市首脳会議

の役割はますます重要になってきています。 
九都県市は、そのような役割を果たしつつ、今後とも首都圏における広域的な諸課

題の解決に向けて、協調した取組を進めるとともに、まちづくり等において共同・連

携した対応を図るなど、協調して広域行政を推進していきたいと考えています。 
 
７  最近の首脳会議における活動の状況 
 

令和２年（春） 

・地方分権改革の実現に向けた要求 
・河川等における治水対策・減災対策の推進について要望 
・感震ブレーカーの普及に向けた取組の検討について合意 
・高速道路における本線料金所の撤廃などにつながるＥＴＣの普及促進について要

望 
・令和元年に発生した台風による大規模土砂災害からの復旧等に対する支援の充実

について要望 
・認知症施策の推進にかかる成年後見制度等の利用促進に向けた取組の検討につい

て合意 
・学校体育館の空調設備の整備について要望 
・保険者努力支援制度の評価方法の見直しについて要請 
・医療的ケア児・者への切れ目ない支援の充実について提言 
 
令和２年（秋） 
・地方分権改革の実現に向けた要求 
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動の両立に向けた共同宣

言 
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動の両立に向けた要望  
・子どものための養育費を確保する制度の実現について（後日書面協議） 
 

  令和３年（春） 
  ・地方分権改革の実現に向けた要求 
  ・新型コロナウイルス感染症対策に関する要望 
  ・大型連休に向けて感染防止対策の徹底を呼び掛けるための共同メッセージ 
  ・電動車のさらなる普及に向けた環境整備の推進に向けた取組の検討について合意 
  ・オフィスなどの相互利用に向けた取組の検討について合意 
  ・風害対策及び大規模停電対策の充実強化について要望 
  ・動物の不適正な多頭飼育の対策の推進について要望 
  ・認知症対応型共同生活介護（グループホーム）等への居住費及び 
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食費の負担軽減について要望 
  ・文化芸術の持続可能性を高める支援について提言 
  ・児童相談所等の更なる体制強化について要望 
  ・地域材利用による森林の循環利用に向けた取組の検討について合意 

 
  令和３年（秋） 
  ・地方分権改革の実現に向けた要求 
  ・「ウィズ・コロナ」「ポスト・コロナ」時代の取組に関する共同宣言 
  ・飲酒運転の根絶に向けた共同宣言 
  ・飲酒運転の根絶に向けた取組の検討について合意 
  ・児童養護施設・乳児院等における専門的支援の充実に向けた人材確保及び職員配 
   置について要望 
  ・i-Constructionの推進に向けた取組の検討について合意 
  ・有料老人ホーム等の適正な運営に向けた指導強化について要望 
  ・マンションの管理適正化の推進に向けた包括的支援等について要望 
  ・ケアラーへの支援について要望 
  ・デジタル社会の実現に向けた行政のデジタル化推進について要望 
  ・デジタル人材の育成について要望 
 

  令和４年（春） 
  ・地方分権改革の実現に向けた要求 
  ・大型連休に向けて感染防止対策の徹底を呼び掛けるための共同メッセージ 
  ・介護人材の確保・定着に向けた支援について要望 
  ・子どもを産み育てやすい社会に向けた出産育児一時金の拡充について要望 
  ・「ＧＩＧＡスクール構想」実現に向けた取組への支援について要望 
  ・ナラ枯れ被害対策の推進について要望 
  ・不登校児童生徒等の多様な学習機会の確保に向けた取組の検討について合意 
  ・生活困窮の若者の自立支援について要望 
  ・流域治水に関連する事業への財政支援について要望 
  ・持続可能で利用しやすい首都圏高速道路網の構築について要望 
 
  令和４年（秋） 
  ・地方分権改革の実現に向けた要求 

  ・児童相談所の更なる体制強化について要望 

  ・保育人材の確保・定着に向けた支援について要望 

  ・様々な課題を抱える児童・生徒への対応強化について要望 

  ・学校における医療的ケア児支援の充実について要望 

  ・マイナンバーカードの普及促進及び活用の推進について要望 

  ・休日の部活動の地域移行に向けた取組への支援について要望 

  ・外国人との共生社会の実現に向けた取組について要望 

  ・気候変動に対応した豪雨対策に向けた取組の検討について合意 

 

令和５年（春） 
・地方分権改革の実現に向けた要求 

・新型コロナウイルス感染症に関する共同メッセージ 

・国民健康保険制度の安定的な運営に向けた財政基盤の強化等について要望 

・リチウムイオン電池の分別排出の徹底に向けた取組の検討について合意 
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・安全・安心な地域社会の実現に向けた地方消費者行政の充実・強化について要望 

・公共空間の有効活用による賑わい創出に向けた取組の検討について合意 

・住宅団地再生に向けた取組の検討について合意 

・統一的な子供の医療費助成制度の創設について要望 

・広告宣伝車の規制に向けた取組の検討について合意 

・訪日外国人の受入環境の整備について要望 

 

８  事務局及び問い合わせ窓口 

（１）事務局（開催担当都県市） 

会議の事務局は、１年単位（暦年）の持ち回りで各都県市が担当しています。 

令和５年は、神奈川県が事務局となっています。 

（首脳会議の座長は、開催担当都県市の長が務めます。) 

 
（２）問い合わせ窓口 

問い合わせ先 電話番号 

埼玉県 企画財政部 企画総務課 

千葉県 総合企画部 政策企画課 

東京都 政策企画局 政策部 渉外課 

神奈川県 政策局 自治振興部 広域連携課 

横浜市 政策局 大都市制度推進本部室 

    大都市制度・広域行政部 広域行政課 

川崎市 総務企画局 都市政策部 広域行政担当 

千葉市 総合政策局 総合政策部 政策調整課 

さいたま市 都市戦略本部 都市経営戦略部 

相模原市 市長公室 広域行政課 

048-830-2117 

043-223-2206 

03-5388-2151 

045-210-5890 

 

045-671-4082 

044-200-0057 

043-245-5047 

048-829-1064 

042-769-8248 

 


